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　3.7　旅客ターミナル施設（港湾）整備事業
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（様式1）

☆ 担当部局 港湾局

☆ 事業名称 旅客ターミナル施設整備事業

☆ 事業主体 港湾管理者（市町村）

☆ 事業範囲 旅客ターミナルの設計・建設、維持管理・運営

多目的ホール、会議室の設計・建設、維持管理・運営

商業施設の設計・建設、維持管理・運営

☆ 事業類型 第Ⅲ類型＋付帯事業（独立採算型）

☆ 事業方式　 旅客ターミナル施設、多目的ホール、会議室：ＢＴＯ方式

商業施設：ＢＯＯ方式

☆ 事業期間 設計建設期間　 2年

維持管理期間　20年　　　合計　22年間

☆ 事業費内訳　 施設整備費：　   約　2,600百万円

（従来型の公共支出分） 維持管理・修繕費：　約　53百万円／年

大規模修繕費：　なし

運営費：　維持管理費に含む

☆ 事業費内訳　 施設整備費：　　　　約　0　百万円

（従来型の民間支出分） 維持管理・修繕費：　なし

大規模修繕費：　　　約　0　百万円

運営費：　　　　　　約　0　百万円

☆ 資金調達 国・県からの補助金：　なし

地方債の発行　　　：　施設整備費の100％　　　　

　　　　　　　　　　（交付税補填措置―％）

一般会計の負担額：　なし

☆ 地方債発行条件 充当率100％、据置3年込みの20年償還、金利3.0％

☆ 運営上の優遇措置　 なし

☆ 民間事業者の収入 サービスの対価
旅客ターミナル、多目的ホール、会議室の利用料収入
商業施設の賃貸料収入

☆ 総合リスク評価 低

個別概要シート

153



 154 

（様式 2） 

旅客ターミナル施設整備事業（港湾局） 

 
1． 概要 

・本事業は、港湾管理者である市町村が、港湾機能の総合的な向上や港湾空

間の効率的な利用の促進を図る目的で、港湾業務施設である旅客ターミナ

ルに加え、イベント・交流事業等を行うための多目的ホール・会議室を公

共的に整備するものである。 
・旅客ターミナル、多目的ホール及び会議室は、施設規模が比較的大きく、

運営面において民間のノウハウの活用が見込まれると考えられる。 
・本事業は、旅客船等の利用者に効率的で質の高いサービスを提供すること

や、港湾利用者が港を通じて生活を楽しむことのできる拠点を形成するこ

と等、効率的・効果的な行政サービスを図ることを目的としてＰＦＩを導

入するものである。 
 

2． 立地条件 

・ 延床面積： 9,700 ㎡ 

・ 構造等 ： 鉄筋コンクリート造 

 

3． 業務範囲 

（1） 施設整備 

（a）計画 

・ 港湾計画：港湾管理者（市町村） 

・ 施設規模：市町村が決定 

（b）設計 

・ ＰＦＩ事業者が行う。 

（c）建設 

・ ＰＦＩ事業者が行う。 

（2） 維持管理・運営 

（a）ＰＦＩ事業者が実施する業務 

① 維持管理 

・ 施設の保守点検・清掃・修理 

② 修繕（大規模修繕を含む） 

・ なし（大規模修繕は想定していない） 

③ 運営 

・ 施設の利用募集・利用受付、利用料金の徴収等 

（b）公共が実施する業務 

① 維持管理 
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・ なし 

② 修繕      
・ なし 

③ 運営    
・ なし 

 

4． リスクに関する留意事項 

本事業特有のリスクに関する主な留意事項は、以下の通りである。 

○ 多目的ホール、会議室、商業施設における需要リスク 

本事業においては、旅客ターミナル部分では比較的安定した収益が見込

まれると考えられるものの、需要変動幅の大きな多目的ホール、会議室、

商業施設部分の収益は安定的とは言えず、また収入規模からしても、事業

全体に与える影響は大きいと考えられる。 
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（様式 3－1） 

 

旅客ターミナル施設整備事業（港湾局民間活力推進室） 

＜事業スキーム図＞ 
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（様式 3－2） 

 

旅客ターミナル施設整備事業（港湾局民間活力推進室） 

＜事業スキーム図＞ 

 

◆ ＰＦＩ導入型 ◆ 
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◆ リスク分担表◆　　　旅客ターミナル施設整備事業　　港湾局開発課民間活力推進室 （様式4）

No. リスクの内容 リスク分担の具体的内容 備考

公共 民間 公共 民間

入札リスク 1

2

制度変更
リスク

3

4A

4B

5

6A

6B

7

8

9

社会リスク 10

11

12

移転リスクとして特
に留意すべきもの

に★マーク

環境問題対応費用の見積り精度を上げることが必要であ
るが、立地や事業特性により、大きく異なる可能性があ
る。

事業の特性により異なるが、民間事業者は許認可取得に
習熟しており、発生の可能性は低いと想定される。

一般的に、民間事業者が行い得る調査、建設、維持管理
等は定型式化され、習熟していることが想定されるので、
住民による訴訟、苦情などの発生の可能性は低いものと
想定される。

事業者の最終利益の配分に影響を与えるが、事業に直
接的に与える影響は小さい。増税となる場合、期待収益
の減少が消費者へ値上げの形で転嫁された場合、事業
費の増蒿として間接的に事業に影響が及ぶことが想定さ
れる。事業範囲に独占または寡占状態に近い業務が含
まれていない限り、間接的な影響も小さい。

環境
リスク

入札手続
リスク

契約
リスク

法令変更
リスク

住民対応
リスク

政治
リスク

許認可
リスク

税制変更
リスク

共
通

○ ○

△ ○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

＊ ＊ ○

＊ ＊ ○

＊ ＊ ○

＊ ○

＊ ＊ ○

環境問題に関する対応費用をあらかじめ見積もって金額
を提案するが、事後的に変更を認めない。

当該法令変更、新規立法に対応するための増加費用は
公共が負担する。同じく、事業が中止となった場合に発生
する費用を公共側が負担する。建築基準法の改正による
耐震性強化の場合は、追加コストは公共が負担する。

当該事業に係る税制変更により発生する増加費用は公
共が負担する。同じく、事業が中止となった場合に発生す
る追加費用を公共側が負担する。

公共が支払う消費税を変更後の税率によって増減して支
払う。また、利益に課される税金以外の税制度変更に
よって増加した費用を公共が負担する。

法人税などの収益に課税される税率変更などを理由とす
るサービス対価の改訂は行わない。

当該許認可取得の遅延に伴い事業者側に発生した増加
費用を公共側が支払う。

当該許認可取得の遅延に伴い公共側に発生した増加費
用を事業者が支払う。

事業内容の変更に対応するための増加費用は公共側が
負担する。事業が中止となった場合の損害賠償に応ず
る。

公共側が訴訟費用を負担するとともに、これにより事業が
遅延して事業者側に発生した追加費用を公共側が負担
する。

事業者が訴訟費用を負担するとともに、これにより事業が
遅延して公共側に発生した追加費用を事業者が負担す
る。

入札説明書の訂正、入札手続の更正などにより選定事
業者に発生した追加費用を公共側が負担する。

契約遅延の原因が事業者側にある場合は、契約の遅延
により公共側に発生した追加費用を事業者が負担する。
それ以外の場合は、それぞれに発生した追加費用をそれ
ぞれが負担する。

当該事業に係る法令変更、新規立法に対応するための
増加費用は公共が負担する。同じく、事業が中止となった
場合に発生する追加費用を公共側が負担する。

当該法令変更、新規立法に対応するための増加費用は
民間が負担する。同じく、事業が中止となった場合に発生
する追加費用を民間が負担する。

事業者が行う業務に起因する環境問題（騒音、
振動、有害物質の排出など）に関する対応

△ ○

施設の設置および運営に関する住民反対運
動、訴訟、要望などへの対応

事業者が行う調査、建設、維持管理に関する住
民の訴訟、苦情、要望などへの対応

＊ ＊ ○

＊

リスク分担

リスクの種類

当該事業に係る根拠法令の変更、新たな規制
立法の成立など

当該事業のみならず、広く一般的に適用される
法令の変更や新規立法

当該事業のみならず、広く一般的に適用される
法令の変更や新規立法（建設期間）

入札説明書の誤り、入札手続の誤りなど

落札者と契約が結べない、または契約手続きに
時間がかかる

法人に課される税金のうちその利益に課される
ものの税制度の変更

事業管理者として公共側が取得するべき許認
可の遅延

工事や運営業務の実施に関して事業者が取得
するべき許認可の遅延

政治上の理由ないし政策変更により、事業の内
容が変更ないし中止される

○

従来型 ＰＦＩ

当該事業に関する新税の成立や税率の変更

消費税に関する変更、法人に課される税金のう
ち、その利益に課されるもの以外に関する税制
度の変更

○ ○

△

移転リスクに関する留意点
（各事業共通分）

事前に公表される契約書（案）の内容理解に齟齬があっ
て契約手続きが遅延する場合等が想定されるが、発生の
確率は低い。

移転リスクに関する留意点
（特に当該事業に関するもの）

経過措置、激変緩和措置、不遡及措置が取られることが
一般的であり、事業に与える影響は小さいと想定される。
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No. リスクの内容 リスク分担の具体的内容 備考

公共 民間 公共 民間

移転リスクとして特
に留意すべきもの

に★マーク

リスク分担

リスクの種類 従来型 ＰＦＩ 移転リスクに関する留意点
（各事業共通分）

移転リスクに関する留意点
（特に当該事業に関するもの）

13

14A

14B

経済リスク 15

16

17

18

19

22

計画リスク 23

24

25

26

27

28

事業の特性により異なるが、民間事業者は設計業務に習
熟しており、発生の可能性は低いと想定される。

一般的に、当該リスクの発生の可能性はそれほど大きく
ないものと想定される。また、発生した場合においても、
当該リスクの大部分は公共側が負担することが一般的で
あり、事業者側が負担する部分はそれほど多いものでは
ない。

事業の特性により異なるが、民間事業者は調査・測量に
習熟しており、発生の可能性は低いと想定される。

見積りの精度を上げることにより対応するが、設計・建設
期間が長くなるほど物価変動による影響は大きくなる。

物価変動に合わせて、定期的に運営事業に関する費用
の見直しを行うことから、物価変動の影響は相当程度抑
えられる。

設計・建設期間が長くなるほど、金利変動の影響を受け
易い。

金利変動に合わせて定期的に金利を見直し、割賦代金
に係る支払利息を変更することから、金利変動の影響は
相当程度抑えられる。

第三者賠償は，民間事業者の行う事業の特性に応じて
巨額になる可能性がある。なお、第三者賠償保険により、
リスクの軽減を図ることができる。

立地や事業特性によるが、民間事業者は事業に習熟して
おり、施設整備に伴う第三者賠償の発生の可能性は低
い。

第三者
賠償
リスク

測量・
調査
リスク

設計
リスク

計
画
段
階

資金調達
リスク

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○ △

○ ○ △

＊ ＊ △ ○

○ ○ △

△ ○ △ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

設計変更を行うため、ないし、工法・工期の変更に伴い事
業者に発生する追加費用を公共側が負担する。

設計の不備を補正するため、ないし、工法・工期の変更に
伴い公共側に発生する追加費用を事業者が負担する。

設計変更、計画変更に伴い事業者に発生する追加費用
を公共側が負担する。

資金調達コストの上昇や資金調達方法の変更に伴う追
加費用などは事業者が負担する。

設計の不備を補正するため、ないし、工法・工期の変更に
伴い事業者に発生する追加費用を公共側が負担する。

不可抗力による施設の損害に関する修復費用は公共側
が負担する。不可抗力による運営事業の変更、中止に伴
い、事業者に発生した追加費用は公共側が負担する。
（建設段階は中央建設審議会標準請負契約約款に定め
がある。費用の負担割合につき別途の取り決めも可能）。

設計・建設期間の物価変動を見込んだ金額を提案しても
らい、変更を認めない。

物価変動に合わせて、定期的に運営事業に関する費用
の見直しを行う。

設計・建設期間の金利変動を見込んだ金額を提案しても
らい、変更を認めない。但し､公共側からの支払い金利の
基準日については､民間側が､金利変動リスクをコント
ロールできるようになるまでの期間を勘案の上､設定する
ことが必要。

金利変動に応じて定期的に金利を見直し、割賦代金に係
る支払利息を変更する。

測量結果、調査結果の不備に起因する設計変更、工法
変更などの変更に伴い事業者に発生する追加費用を公
共側が負担する。

測量結果、調査結果の不備に起因する設計変更、工法
変更などの変更に伴い公共側に発生する追加費用を事
業者が負担する。

施設管理者である公共側が損害賠償の責を負うが、事業
者に帰責性がある場合は事業者に求償する。

民間が損害賠償の責めを負う。

施設管理者である公共が損害賠償の責めを負う。

事業者が実施した設計に不備があった場合

公共側の要望による設計変更、計画変更、ない
し、環境アセスメント等による計画変更を行う場
合

公共側が実施した測量、地質調査、文化財調査
等に不備があった場合

事業者が実施した測量、地質調査、文化財調査
等に不備があった場合

公共側が実施した基本設計、実施設計等に不
備があった場合

公共側の施設設計要求内容、設計予条件の内
容に不備があった場合

事業に必要な資金の確保

設計・建設段階の物価変動

計画段階で想定していない（想定以上の）暴風、
豪雨、洪水、高潮、地震、地滑り、落盤、落雷な
どの自然災害、および、戦争、騒擾、騒乱、暴動
その他の人為的な事象による施設の損害、運
営事業の変更、中止

維持管理・運営段階の物価変動

設計・建設段階の金利変動

維持管理・運営段階の金利変動

事業者の行う業務に起因する事故、事業者の
維持管理業務の不備に起因する事故などによ
り第三者に与えた損害

所定の基準の範囲内に収まっているものの、本
件施設整備の施工に伴い避けることができない
騒音、振動、地盤沈下、地下水の断水、臭気の
発生などにより第三者に損害を与えた場合

公共側要因による事故で第三者に損害を与え
た場合

不可抗力リスク

物価変動
リスク

金利変動
リスク

計画変更
リスク

事業規模が大きくなるほど、また、設計・建設期間が長く
なるほど、当該リスクは高くなる。
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No. リスクの内容 リスク分担の具体的内容 備考

公共 民間 公共 民間

移転リスクとして特
に留意すべきもの

に★マーク

リスク分担

リスクの種類 従来型 ＰＦＩ 移転リスクに関する留意点
（各事業共通分）

移転リスクに関する留意点
（特に当該事業に関するもの）

用地リスク 29

30

31

工事リスク 32

33

34

35

36

37

38

39

40

維持管理
リスク

要求水準
未達リスク

41

42

43A

43B

施設の瑕疵が発見された場合の修復の費用負担は、瑕
疵の内容による。なお、民間事業者は建設業務に習熟し
ており、瑕疵担保期間内ならば発生の可能性は低いと想
定される。

事業の特性により異なるが、民間事業者は建設業務に習
熟しており、発生の可能性は低いと想定される。

事業の特性により異なるが、民間事業者は維持管理業
務に習熟しており、発生の可能性は低いと想定される。

施設の瑕疵が発見された場合の修復の費用負担は、瑕
疵の内容による。なお、事業期間が長期にわたることか
ら、ある程度、発生の可能性があると想定される。

当初作業計画の精度を上げることにより対応する。なお、
事業の特性により異なるが、民間事業者は建設業務に習
熟しているので、発生の可能性は低いと想定される。

発生の可能性はそれほど大きくないものと想定される。ま
た、発生した場合においても、当該リスクの大部分は公共
側が負担することが一般的であり、事業者側が負担する
部分はそれほど多いものではない。

事業の特性により異なるが、民間事業者は工事監理業
務に習熟しており、発生の可能性は低いと想定される。

当初見積りの精度を上げることにより対応する。なお、事
業の特性により異なるが、民間事業者は建設業務に習熟
しているので、発生の可能性は低いと想定される。

○

計画変更にともない事業者側に発生する追加費用を公
共側が負担する。

工法、工期の変更などに伴い事業者側に発生した追加
費用を公共側が負担する。

○

事業者の費用負担により施設の瑕疵の修復を行う。

事業者の費用負担により施設の瑕疵の修復を行う。

建
設
段
階

運
営
段
階

新たな用地取得は行わないため、考慮の必要がない。

○

○○

○

○ ○

○ ○

○ ○

○ △ ○ △

○ ○

○ ○

○ △ ○ △

○ ○

○ ○

○

○ ○

○ ○

○

公共の費用負担により施設の瑕疵の修復を行う。

事業者の費用負担で工事内容の修復、工期の修復を図
る。または、工期遅延による増加費用を事業者が負担す
る。

要求性能不適合部分、施工不良部分の改修を事業者の
費用負担で実施する。

施設・設備内容の変更に伴い、事業者に発生した追加費
用を公共側が負担する。

モニタリングにより、維持管理業務の内容が要求水準に
達していないことが判明した場合、公共は改善計画の策
定を命ずるとともに、要求水準未達の状態が改善されな
ければ、サービス対価を減額する。引き続き、改善がなさ
れなければ、契約を解除する。

工事費の増加部分は公共側が負担する。（増加費用の
負担割合につき事前に取り決めも可能）

工期の遅延に伴い公共側に発生した増加費用を事業者
が負担する。

工期の遅延に伴い事業者側に発生した増加費用を公共
側が負担する。（増加費用の負担割合につき事前に取り
決めも可能）

工期の遅延に伴い事業者側に発生した増加費用を公共
側が負担する。（増加費用の負担割合につき事前に取り
決めも可能）

工事費の増加部分は事業者の負担とする。

工事費の増加部分は公共側が負担する。

用地取得遅延ないし計画変更に伴い、事業者に発生した
追加費用を公共側が負担する。用地取得費の増加部分
は公共側が負担する。

BTO事業の事業期間中に施設の瑕疵が発見さ
れた場合（瑕疵担保期間内の場合）

ＢＴＯ事業の事業期間中に施設の瑕疵が発見さ
れた場合（瑕疵担保期間終了後の場合）

施設完成後、公共側の検査で要求性能に不適
合の部分、施工不良部分が発見された場合

計画・建設段階における技術進歩に伴い、施
設・設備内容の変更が必要となる場合

事業者の行う維持管理業務の内容が契約書に
定める水準に達しない場合（従来は直営を想
定）

事業期間中に施設の瑕疵が発見された場合
（BOT事業）

事業者の責めにより、契約期日までに施設整備
が完了しない場合

公共側の要因による設計変更などで、契約期日
までに施設整備が完了しない場合

不可抗力により、契約期日までに施設整備が完
了しない場合

工事監理の不備により工事内容、工期などに不
具合が発生

当初調査では予見不可能な地質・地盤状況の
結果、工法、工期などに変更が生じた場合

事業者の責めにより、当初予定の工事費をオー
バーしてしまう場合

公共側の要因による設計変更などで当初予定
の工事費をオーバーしてしまう場合

不可抗力により、当初予定の工事費をオーバー
してしまう場合

施設整備に係る用地の取得遅延、ないし、取得
できなかったことによる計画変更。用地取得費
の予算オーバー

計画地の土壌汚染、埋蔵物などによる計画変
更

施設瑕疵
リスク

用地の
瑕疵リスク

技術進歩リスク

用地取得
リスク

地質・地盤
リスク

工期遅延
リスク

要求性能未達リスク

工事監理リスク

工事費
増加
リスク

発生の可能性はそれほど大きくないものと想定される。ま
た、発生した場合においても、当該リスクの大部分は公共
側が負担することが一般的であり、事業者側が負担する
部分はそれほど多いものではない。

ＢＴＯ事業のため、ＢＯＴ
事業に関する本項目は
対象外
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No. リスクの内容 リスク分担の具体的内容 備考

公共 民間 公共 民間

移転リスクとして特
に留意すべきもの

に★マーク

リスク分担

リスクの種類 従来型 ＰＦＩ 移転リスクに関する留意点
（各事業共通分）

移転リスクに関する留意点
（特に当該事業に関するもの）

44

45

46A

46B

運営業務
リスク

47

48A

48B

49

50

51

52

53A 事業期間における独立採算事業部分の収益の
変動

料金収入による収益の変動リスクはＰＦＩ事業者が負う

53B 事業期間における独立採算事業部分の収益の
変動 ○

旅客ターミナル部分では比較的安定した収益が見込まれる
と考えられるものの、需要変動幅の大きな、商業施設部分
の収益は安定的とは言えない。 ★

そ
の
他

54

〇

移転リスクとして★
特に留意すべき★マークの合計：　１

総合リスク評価　★の数
借入金利　　　

3以下・・・ リスク低　基準金利＋1.0％
4～5 ・・・ リスク中　基準金利＋1.5％
6以上・・・ リスク高　基準金利＋2.0％

※基準金利＝3.0％

その他の変動リスク

収益に関するリスク
（ＰＦＩ事業部分）

一般的に、発生の可能性はそれほど大きくないものと想
定される。

民間事業者の固定的な経費以上にサービス対価が減額
されれば、事業に与える影響は大きい。

事業の特性により異なるが、大幅な技術進歩が予想され
る場合、あらかじめリスク分担を定める必要がある。

事業の特性により異なるが、事業期間が長期にわたるこ
とから、ある程度の発生の可能性があると想定される。

事業の特性により異なるが、民間事業者は運営業務に習
熟しており、発生の可能性は低いと想定される。

需要変動については、あらかじめ変動範囲を合意し、ま
たその範囲を上回る需要変動については、サービス対価
の見直しを行うことから、需要変動の影響は相当程度抑
えられる。

事業の特性により異なるが、民間事業者は維持管理業
務に習熟しており、発生の可能性は低いと想定される。

事業の特性により異なるが、民間事業者は維持管理業
務に習熟しており、発生の可能性は低いと想定される。

○ ○

○

○

○

○

○

移
管
段
階

○

○ ○ △

○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

公共の資金負担により、損傷部分の修復を行う。修復で
はなく、事業の中止が合理的であると公共が判断した場
合は、公共の責めによる契約の終了となる。

公共の資金負担により、損傷部分の修復を行う。修復で
はなく、事業の中止が合理的であると公共が判断した場
合は、不可抗力による契約の終了となる。

モニタリングにより、運営業務の内容が要求水準に達して
いないことが判明した場合、公共は改善計画の策定を命
ずるとともに、要求水準未達の状態が改善されなけれ
ば、サービス対価を減額する。引き続き、改善がなされな
ければ、契約を解除する。

事業契約において施設利用者数の変動範囲を合意し、こ
の範囲内の変動に関する費用の増加、収入の減少は事
業者の負担とするが、その範囲を上回る需要変動につい
ては、サービス対価の見直しを行う。

事業者の責任と費用負担により維持管理業務を実施す
る。サービス対価の見直しは行わない。

事業者の資金負担により、損傷部分の修復を行う。モニ
タリングによる減額、契約解除ないし損害賠償の対象とも
なる。

公共、民間どちらの責にもよらない事故や火災
などの要因により施設が損傷した場合

事業者の提供する運営業務のサービスの内容
が契約書に定める水準に達しない場合

サービス購入対象事業部分において、当初見
込みより施設利用者が増減することにより、運
営業務需要が減少（収入の減少）ないし、運営
業務費用が増加する場合

公共側の指示による運営業務の変更

公共側の指示以外の要因による維持管理費が
増大する場合（除く物価・金利変動）

施設の劣化に対して、事業者が適切な維持管
理業務を実施しなかったことに起因する施設の
損傷（従来は直営の場合を想定）

公共の責めにより施設が損傷した場合

施設の瑕疵リスク

移管手続きリスク

維持管理費
増大リスク

施設損傷
リスク

要求水準
未達リスク

需要変動
リスク

業務内容
変更リスク

技術進歩リスク

需要変動
リスク

サービス購入対象事業部分において、当初見
込みより施設利用者が増減することにより、運
営業務需要が減少（収入の減少）ないし、運営
業務費用が増加する場合

ＢＴＯ事業のため、ＢＯＴ
事業に関する本項目は
対象外

収益に関するリスク
（付帯事業部分）

料
金
収
入
関
連

利用者が減少した場合、ペナルティとしてサービス対価が
減少する。

業務内容の変更に伴い事業者に発生する追加費用を公
共側が負担する。

契約に基づき、変更に伴う追加費用の負担者を定める。

事業者の費用負担において施設の修復を行ってから施
設の引渡しを行う。

技術進歩により維持管理業務、運営業務の内
容が変更される場合

事業期間の終了に伴う施設の引渡前検査時点
で施設の瑕疵が発見された場合（ＢＯＴ事業の
み）

事業期間の終了に伴う、業務の移管に係る諸
費用の発生、事業会社の清算に伴う評価損益
の発生など

事業者の費用負担において適切な移管手続き、清算手
続きを行う。

 
　　従来の公共工事では、当該リスクの分担については明確ではなく、
    個々の発生したケースに応じて対応することとなる。

　　想定されないもの

＊
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感度分析表：　公共の財政負担削減率が0％となるようにサービスの対価を設定した場合
（様式5）

　☆ 担当部局 　港湾局開発課民間活力推進室 　☆ 事業期間 　計 22年間
　　　　設計・建設期間 　　　  2年間

　☆ 事業名称 　旅客ターミナル施設整備事業 　　　　維持管理・運営期間 　　　20年間

　☆ 事業主体 　市町村 　☆ 事業費
　　（サービス購入対象事業部分）

　☆ 使用モデル 　model C 　　　　施設整備費 　約　2,596百万円
　　　　維持管理・運営費 　約　　　53百万円/年

　☆ 業務範囲 　　　　ターミナル　　　　利用料収入 　約　　　62百万円/年
　　　　ホール・会議室　利用料収入 　約　　123百万円/年

　　　独立採算事業部分 　商業施設の整備、維持管理、運営

　☆ 事業方式
　BＴO方式 　☆ 総合リスク評価 　低

　　　独立採算事業部分 　BOO方式
　☆ 借入金利 　4.0％

前提条件

　■ 設備投資額の効率性 PSC × 100 ％

　■ 維持管理・運営費の削減率 PSC × 100 ％
（単位： ％）

単体

前提条件

　■ 設備投資額の効率性 PSC × 90 ％

　■ 維持管理・運営費の削減率 PSC × 90 ％
（単位： ％）

単体

前提条件

　■ 設備投資額の効率性 PSC × 80 ％

　■ 維持管理・運営費の削減率 PSC × 80 ％
（単位： ％）

単体

※　ホール・会議室・商業施設の利用料（賃貸料）売上詳細

稼働日数
（年間）

利用料金
（1日当たり）

稼働率
（固定）

利用料収入
（年間）

月・㎡売上

ホール
（2,000㎡）

350 日 500,000 円 50 ％ 88 百万円 約3,600円

会議室
（500㎡）

350 日 200,000 円 50 ％ 35 百万円 約5,800円

サービス購入対象事業部分
（ターミナル＋ホール＋会議室）

ホール・会議室稼働率：50％

PIRR

5.08

DSCR
（平均）

1.23

DSCR
（最低）

1.12

EIRR

14.89

PIRR EIRR

3.90

DSCR
（平均）

1.11

DSCR
（最低）

1.01 4.75

　旅客ターミナル・ホール・会議室の整備、維持管理、運営

サービス購入対象事業部分
（ターミナル＋ホール＋会議室）

ホール・会議室稼働率：50％

PIRR

2.67

DSCR
（平均）

　　　　（ターミナルは稼働率100％、ホール・会議室は稼働率50％で固定）

　　　　サービス購入対象事業部分

　　　　サービス購入対象事業部分

0.99

DSCR
（最低）

0.92

EIRR

計測不能

サービス購入対象事業部分
（ターミナル＋ホール＋会議室）

ホール・会議室稼働率：50％
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（様式 6） 

 

事業のポイント（旅客ターミナル施設整備事業） 

 

1. 事業スキーム上のポイント 

【概要】 

旅客ターミナルを新設。付属施設として、多目的ホール、会議室を整備

する。また、商業施設を合築し、ターミナルと一体的に運営する。 

【事業方式・事業範囲】 

・ 旅客ターミナル施設（付属施設等を含む）の設計・建設、維持管理・運

営をＢＴＯ方式にてサービス購入対象事業として行う。 

・ 商業施設の設計・建設、維持管理・運営をＢＯＯ方式にて独立採算事業

として行う。 

【事業期間他】 

設計・建設期間 2 年間、維持管理・運営期間 20 年間、計 22 年間の事業

期間を想定 

 

2. 立地上のポイント 

・ 政令市の港湾への立地を想定 

 

3. 事業規模上のポイント 

・ 延床面積 ： 旅客ターミナル：     4,000 ㎡ 

共用部分・管理施設：  1,200 ㎡ 

（当該事業者の事務所等） 

多目的ホール：        2,000 ㎡ 

会議室：                500 ㎡ 

商業施設：            2,000 ㎡   計 9,700 ㎡ 

 

4. 感度分析上のポイント 

感度分析においては、以下の 2 のパラメータを用い、事業者の収支状況

の変化を確認する。 

○ サービス購入対象事業部分の施設整備費、維持管理費・運営費の効率化

（10％刻みで 3 パターンを想定） 

○ 商業施設の収入規模（賃料単価 100％（高位）、80％（中位）、60％（低位）

等の 3 パターンを想定） 

 

5. 事業性確保に当たってのポイント（ＰＦＩ事業者にとっての魅力創出のポイント） 

・ 本事業においては、全施設（旅客ターミナル、多目的ホール、会議室、商

業施設）の利用料収入に関する需要変動リスクが民間事業者の負担となる。 

・ 需要の検討に際しては、旅客ターミナルにおける需要（旅客船会社を想定）

と、付属施設である多目的ホール・会議室、及び商業施設における収入に

ついて、個別に検討する必要がある。旅客ターミナルにおいては、旅客船
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会社の利用料収入は安定的に見込まれるものと判断されるが、付属施設及

び商業施設の収入については、多目的ホール・会議室の稼働率や商業施設

の賃料単価をもとに検討すべきと思われる。 

・ 付属施設及び商業施設の設定については、事業者へのヒアリング等から、

最も適切な業態や規模を検討する必要がある。また、付属施設及び商業施

設を事業者の提案に任せる等、柔軟な対応を行うことが望ましいと考えら

れる。 

 

以 上 
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（様式 7） 

ＶＦＭ算定結果に関する考察 

＜旅客ターミナル施設整備事業＞ 

 

 

1．民間事業者等から寄せられた意見 

・ 事業成立の可能性は立地条件により大きく左右されるという意見、さらに進

んで、東京、横浜、神戸等の大都市地域の港湾でなければ難しいのではない

かという意見、条件設定によっては応募者が出てこない可能性もあるという

意見が寄せられた。 

・ 付帯事業である商業施設の適切な需要が最も重要であり、事業規模の見直し

やリスク分離の検討が望ましいという意見が寄せられた。また、商業施設の

想定収入の設定がかなり高い水準を見込んでいるという意見が寄せられた。 

・ 民間事業者の業務範囲の見直しを求める意見、事業期間の設定にあたっては、

施設の耐用年数等も勘案して検討することが望ましいという意見が寄せら

れた。 

・ なお、事業期間が 20 年間であることから、金利水準等の設定にあたっては、

過去 20 年間の金利推移を反映することが望ましいという意見もあった。 

 

 

2．ＶＦＭ算定結果に関する考察 

・ 施設整備費に対して維持管理運営費のウェイトが低く、かつ、起債措置等も

あることから、大幅な施設整備費の効率化がなければ、ＶＦＭの確保は難し

い。 

・ また、付帯事業である商業施設は立地条件によって需要が大幅に異なり、付

帯事業の収支が民間事業者の収支を左右する規模であることから、立地点の

状況に則した需要予測を事前に行うことが望ましい。 

・ 事前調査の結果を踏まえて、事業規模の設定や付帯事業の内容を適切に誘導

することにより、民間事業者に新しい事業機会を提供することは可能である。

このためには、民間事業者に過大なリスク負担とならないよう、事業スキー

ム、リスク分担を設定し、民間事業者のノウハウを発揮しやすくすることが

望ましい。場合によっては、付帯事業を別事業として切り離すことも考えら

れる。 
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